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担い手確保・経営強化支援事業実施要綱（平成28年１月20日付け27経営第2612号農林水産事務次官依命通知）の一部改正新旧対照表 

（下線部分は改正部分） 
改 正 後 現 行 

別記 

第１ 事業の実施 

１（略） 

２ 事業実施地区 

担い手支援計画に基づき実施する事業については、原則として地域

計画が策定されている地域（担い手支援計画の承認を受ける年度に策

定が確実であると事業実施主体が認める地域を含む。以下同じ。）内

で行われるものとする。 

（１）担い手支援計画に基づき実施する事業のうち地域農業構造転換支

援対策は、以下のア及びイの要件を満たす地域計画が策定されてい

る地域内で行われるものとする。

ア 地域計画の担い手への農用地の集積（認定農業者（基盤強化法第

13条第１項に規定する認定農業者をいう。以下同じ。）、認定就農

者（基盤強化法第14条の５第１項に規定する認定就農者をいう。以

下同じ。）、集落営農組織（農業の担い手に対する経営安定のため

の交付金の交付に関する法律（平成18年法律第88号）第２条第４項

第１号ハに定める組織をいう。以下同じ。）及び市町村基本構想

（基盤強化法第６条第１項に規定する基本構想をいう。以下同

じ。）に示す目標水準を達成している農業者への農用地の集積をい

う。以下同じ。）に関する目標の将来の目標とする集積率（以下

「目標集積率」という。）が現状の集積率（以下「現状集積率」と

いう。）より減少するものでないこと。

（削る。） 

（削る。） 

別記 

第１ 事業の実施 

１（略） 

２ 事業実施地区 

担い手支援計画に基づき実施する事業については、原則として地域

計画が策定されている地域（担い手支援計画の承認を受ける年度に策

定が確実であると事業実施主体が認める地域を含む。以下同じ。）内

で行われるものとする。 

（１）担い手支援計画に基づき実施する事業のうち地域農業構造転換支

援対策は、以下のア及びイの要件を満たす地域計画（以下「将来像

が明確化された地域計画」という。）が策定されている地域内で行

われるものとする。 

ア 地域計画の担い手への農用地の集積（認定農業者（基盤強化法第

13条第１項に規定する認定農業者をいう。以下同じ。）、認定就農

者（基盤強化法第14条の５第１項に規定する認定就農者をいう。以

下同じ。）、集落営農組織（農業の担い手に対する経営安定のため

の交付金の交付に関する法律（平成18年法律第88号）第２条第４項

第１号ハに定める組織をいう。以下同じ。）及び市町村基本構想

（基盤強化法第６条第１項に規定する基本構想をいう。以下同

じ。）に示す目標水準を達成している農業者への農用地の集積をい

う。以下同じ。）に関する目標の将来の目標とする集積率（以下

「目標集積率」という。）が現状の集積率（以下「現状集積率」と

いう。）より減少するものでないこと。また、次に掲げる（ア）又

は（イ）を満たすものであること。

（ア）目標集積率が８割以上であること。

（イ）農業地域類型（「農林統計に用いる地域区分の制定について」

（平成13年11月30日付け13統計第956号農林水産省大臣官房統計情

報部長通知）の農業地域類型区分別基準指標の分類をいう。以下

同じ。）が中間農業地域又は山間農業地域である場合には、次に

掲げるａからｃまでのいずれかを満たすものとする（都府県に限

る。）。 

ａ 現状集積率が５割未満の場合にあっては、目標集積率が６割
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イ 目標集積率が６割以上であること。

ただし、農業地域類型（「農林統計に用いる地域区分の制定につ

いて」（平成13年11月30日付け13統計第956号農林水産省大臣官房統

計情報部長通知）の農業地域類型区分別基準指標の分類をいう。以

下同じ。）が中間農業地域又は山間農業地域である場合には、５割

以上であること（都府県に限る。）。 

（２）（略） 

３～９（略） 

以上であること。 

ｂ 現状集積率が５割以上６割未満の場合にあっては、目標集積

率が現状集積率から10ポイント以上増加するものであること。 

ｃ 現状集積率が６割以上の場合にあっては、目標集積率が６割

以上であること。 

イ 地域計画における区域内の農用地等面積から地域内の農業を担う

者一覧に掲げる者の10年後における経営面積及び作業受託面積の

合計を控除した面積の割合（受け手不在農地の面積の割合。以下

同じ。）が次に掲げる（ア）又は（イ）を満たすものであるこ

と。 

（ア）農業地域類型が都市的地域又は平地農業地域である場合にあっ

ては、１割未満であること。 

（イ）農業地域類型が中間農業地域又は山間農業地域である場合にあ

っては、２割未満であること。 

（２）（略） 

３～９（略） 

第４ 国の助成措置等 

１（略） 

２（略） 

（１）（略） 

（２）配分予定額のうち地域農業構造転換支援対策を支援するために設

定する額の範囲内で、（１）で算出した配分基準ポイントの高い順

に、地域農業構造転換支援対策を実施する各助成対象者の要望額又

は（８）に掲げる上限額のうちいずれか低い額から当該事業実施地

区に係る地域農業構造転換支援対策の実施に必要な額として算定す

る。

（３）配分予定額のうち担い手確保・経営強化支援対策において労働力

不足の解消や生産性の向上等を図る省力化農業への転換に係る取組

を優先して支援するために設定する額（以下「省力化農業転換優先

枠」という。）の範囲内で、（１）で算出した配分基準ポイントの

高い順に、各事業対象者の事業費のうち当該助成対象者が農業の生

産性の向上のためのスマート農業技術の活用の促進に関する法律

（令和６年法律第63号）に基づき、生産方式革新実施計画（同法第

７条第１項に定める生産方式革新実施計画をいう。）の認定を受け

た計画の活動に関連する機械等の事業費が２分の１を超える助成対

第４ 国の助成措置等 

１（略） 

２（略） 

（１）（略） 

（２）配分予定額のうち地域農業構造転換支援対策を支援するために設

定する額の範囲内で、（１）で算出した配分基準ポイントの高い順

に、地域農業構造転換支援対策を実施する各助成対象者の要望額又

は（７）に掲げる上限額のうちいずれか低い額から当該事業実施地

区に係る地域農業構造転換支援対策の実施に必要な額として算定す

る。

（３）配分予定額のうち担い手確保・経営強化支援対策において労働力

不足の解消や生産性の向上等を図る省力化農業への転換に係る取組

を優先して支援するために設定する額（以下「省力化農業転換優先

枠」という。）の範囲内で、（１）で算出した配分基準ポイントの

高い順に、各事業対象者の事業費のうち当該助成対象者が農業の生

産性の向上のためのスマート農業技術の活用の促進に関する法律

（令和６年法律第63号）に基づき、生産方式革新実施計画（同法第

７条第１項に定める生産方式革新実施計画をいう。）の認定を受け

た計画の活動に関連する機械等の事業費が２分の１を超える助成対
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象者の要望額又は（８）に掲げる上限額のうちいずれか低い額を算

出し、（１）で算出した配分基準ポイントの高い順に、各助成対象

者の事業費のうち省力化農業の推進に必要な機械等の事業費が２分

の１を超える助成対象者の要望額又は（８）に掲げる上限額のうち

いずれか低い額から省力化農業への転換に係る取組に必要な額を算

出する 

（４）配分予定額のうち担い手確保・経営強化支援対策において環境へ

の負荷を低減し生産の持続可能性を高める取組を優先して支援する

ために設定する額（以下「みどり農業推進優先枠」という。）の範

囲内で、（１）で算出した配分基準ポイントの高い順に、各助成対

象者の事業費のうち当該助成対象者又は当該助成対象者が所属する

団体等が環境と調和のとれた食料システムの確立のための環境負荷

低減事業活動の促進等に関する法律（令和４年法律第37号）に基づ

き、環境負荷低減事業活動実施計画（同法第19条第１項に規定する

環境負荷低減事業活動実施計画をいう。以下同じ。）又は特定環境

負荷低減事業活動実施計画（同法第21条第１項に規定する特定環境

負荷低減事業活動実施計画をいう。以下同じ。）の認定を受けた計

画の活動に関連する機械等の事業費及び目標年度における化石燃料

使用量の15％以上の削減又は化学肥料使用量の20％以上の削減を図

る機械等の事業費が２分の１を超える助成対象者の要望額又は

（８）に掲げる上限額のうちいずれか低い額から環境への負荷を低

減し生産の持続可能性を高める取組に必要な額を算出する。

（５）省力化農業転換優先枠及びみどり農業推進優先枠以外の配分予定

額の範囲内で、（１）で算出した配分基準ポイントの高い順に、各

助成対象者の要望額（（３）及び（４）で算出対象となった助成対

象者に係る要望額を除く。）又は（８）に掲げる上限額のうちいず

れか低い額に（３）及び（４）で算出した額を加算した額を当該事

業実施地区に係る担い手確保・経営強化支援対策の実施に必要な額

として算定する。

（６）地域農業構造転換支援対策は、以下のア及びイの要件を満たす地

域計画（以下「将来像が明確化された地域計画」という。）が策定

されている地域内で本事業を実施する場合は、優先して支援するた

めに地域農業構造転換支援対策の額の範囲内で（１）で算出した配

分基準ポイントの高い順に配分する。 

ア 地域計画の目標集積率が現状集積率より減少するものでないこ

と。また、次に掲げる（ア）又は（イ）を満たすものであること。 

象者の要望額又は（７）に掲げる上限額のうちいずれか低い額を算

出し、（１）で算出した配分基準ポイントの高い順に、各助成対象

者の事業費のうち省力化農業の推進に必要な機械等の事業費が２分

の１を超える助成対象者の要望額又は（７）に掲げる上限額のうち

いずれか低い額から省力化農業への転換に係る取組に必要な額を算

出する。 

（４）配分予定額のうち担い手確保・経営強化支援対策において環境へ

の負荷を低減し生産の持続可能性を高める取組を優先して支援する

ために設定する額（以下「みどり農業推進優先枠」という。）の範

囲内で、（１）で算出した配分基準ポイントの高い順に、各助成対

象者の事業費のうち当該助成対象者又は当該助成対象者が所属する

団体等が環境と調和のとれた食料システムの確立のための環境負荷

低減事業活動の促進等に関する法律（令和４年法律第37号）に基づ

き、環境負荷低減事業活動実施計画（同法第19条第１項に規定する

環境負荷低減事業活動実施計画をいう。以下同じ。）又は特定環境

負荷低減事業活動実施計画（同法第21条第１項に規定する特定環境

負荷低減事業活動実施計画をいう。以下同じ。）の認定を受けた計

画の活動に関連する機械等の事業費及び目標年度における化石燃料

使用量の15％以上の削減又は化学肥料使用量の20％以上の削減を図

る機械等の事業費が２分の１を超える助成対象者の要望額又は

（７）に掲げる上限額のうちいずれか低い額から環境への負荷を低

減し生産の持続可能性を高める取組に必要な額を算出する。

（５）省力化農業転換優先枠及びみどり農業推進優先枠以外の配分予定

額の範囲内で、（１）で算出した配分基準ポイントの高い順に、各

助成対象者の要望額（（３）及び（４）で算出対象となった助成対

象者に係る要望額を除く。）又は（７）に掲げる上限額のうちいず

れか低い額に（３）及び（４）で算出した額を加算した額を当該事

業実施地区に係る担い手確保・経営強化支援対策の実施に必要な額

として算定する。

（新設） 
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（ア）目標集積率が８割以上であること。

（イ）農業地域類型が中間農業地域又は山間農業地域である場合に

は、次に掲げるａからｃまでのいずれかを満たすものとする（都

府県に限る。）。 

ａ 現状集積率が５割未満の場合にあっては、目標集積率が６割

以上であること。 

ｂ 現状集積率が５割以上６割未満の場合にあっては、目標集積

率が現状集積率から10ポイント以上増加するものであること。 

ｃ 現状集積率が６割以上の場合にあっては、目標集積率が６割

以上であること。 

イ 地域計画における区域内の農用地等面積から地域内の農業を担う

者一覧に掲げる者の10年後における経営面積及び作業受託面積の

合計を控除した面積の割合（受け手不在農地の面積の割合。以下

同じ。）が次に掲げる（ア）又は（イ）を満たすものであるこ

と。 

（ア）農業地域類型が都市的地域又は平地農業地域である場合にあっ

ては、１割未満であること。 

（イ）農業地域類型が中間農業地域又は山間農業地域である場合にあ

っては、２割未満であること。 

（７）・（８）（略）

３（略）

（６）・（７）（略）

３（略）

附 則（令和７年７月７日付け７経営第９７０号） 

１ この要綱は、令和７年７月７日から施行する。 

２ この通知による改正前までに実施している事業については、なお従前の例による。 



事業内容（機
械等名、規
模、台数等）
※○台、馬
力・○条刈
り、○棟○㎡

等

②
リ
ー
ス
導
入
以
外

③
農
業
用
機
械
の
リ
ー
ス
導
入

（注） １　記入は、１事業内容を単位とする。
２　「助成対象者毎の実施内容」欄の「備考」欄には、消費税仕入控除税額を減額した場合には「除税額○○○円　うち国費○○○円」を、同税額がない場合には「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には   「含税額」とそれぞれ記入する。

整
理
番
号

（確認用）
代表者

名

①
担
い
手
確
保
・
経
営
強
化
支
援
対
策

地
域
農
業
構
造
転
換
支

援
対
策

個
人
経
営
の
場
合
の
み
1
0
代
単
位
で
記
載

住所

整
理
番
号

認定農業者等の区
分

営農類型

農
業
地
域
類
型

[改正後］

別紙様式第３号別添１

担い手確保・経営強化支援対策及び地域農業構造転換支援対策の実施内容（内訳）

都道府
県名

市町村
名

地区名
（地域
計画
名）

農業地
域類型
（複数
類型が
該当す
る場
合、主
となる
地域類
型を選
択）

地
区
毎
の
要
望
事
業
数

助成対象者
名

地域計画の情報

1
0
年
後
の
合
計
経
営
面
積

㏊

代表者
名（法
人等の
場合）

（確認用）

竣工予
定年月
日

目
標
集
積
率

％

現
状
集
積
率

％

地
区
内
の
農
用
地
面
積

㏊

対策の種類
（該当する対策は「１」

を記入）

優
先
枠
：
将
来
像
が
明
確
化
さ
れ
た
地
域
計
画

（
地
域
農
業
構
造
転
換
支
援
対
策
に
限
る

）
（
該
当
す
る
場
合
は

「
１

」
を
記

入

）

年
代
（

任
意
）

補助上限
助成対象者の詳細

（整理番号は番号表を参照）
リース事業者の概要

（地域農業構造転換支
援対策のうち農業用機
械のリース導入の場合

に記載）

整備内容
（整理番号は番
号表を参照）

中
古
、
新
品
の
別
等
（
中
古
の
場
合
は
「
１
」

を
記
入
）

省
力
化
農
業
の
推
進
に
必
要
な
機
械
等
（
該
当
す
る
場
合
は
「

1
」

を
記
入
）

み
ど
り
農
機
等
（

該
当
す
る
場
合
は
「

1
」

を
記
入
）

法人、
法人以
外の別

整
理
番
号

（確認用）
リース
事業者

名

住所

整
理
番
号

（確認用）

要
望
事
業
毎
の
番
号

規模決定の根
拠

着工（契
約）予定
年月日



融資概要

保険会社
等の名称

保険加入
年月日

備
考

保証希望
融資額(円)

助成対象者負担 地方公共団体等

整
理
番
号

（確認用）

整
理
番
号

（確認用）

整
理
番
号

追加的信用供与
補助事業活用の
有無

加入保険等
の種類等

事業費

（円）

助成金

（円）

担
保
措
置
の
有
無
（

該
当
の
場
合

｢

1

｣

を
記
入
）

新
品
時
の
法
定
耐
用
年
数
（

年
）
（

中
古
機
械
の
場
合
は
中
古
資
産
耐
用
年
数
を
併
せ
て
括
弧
書
き
で
記

載
す
る
こ
と
）

竣工予
定年月
日

機械等の保
管・設置・
施工住所

機械等の保
管・設置・
施工住所

融資

（円）

地域農業構造転換支援対策のうちリース導入以外

被災に備えた措置

本
則
の
課
税
事
業
者
は
「

１
」
、

簡
易
課
税
事
業
者
は
「
２
」
、

免
税
事
業
者
は

｢

３

｣

を
記
入
、

不
明
の
場
合
は
空
欄

自己資金

（円）

都道府
県

（円）

市町村

（円）

助成率
（％）

融資率
（％）

み
ど
り
農
業
推
進
優
先
枠
の
要
件
に
該
当
（

み
ど
り
農
機
等
の
事
業
費
が
全
体
事
業
費
の
２
分
の
１
を
超
え
る
場
合
は

「

１
」
を
記
入
）

省
力
化
農
機
転
換
優
先
枠
の
要
件
に
該
当
（

生
産
方
式
革
新
実
施
計
画
の
活
動
に
関
連
す
る
機
械
等
の
事
業
費
が
全
体
の
事

業
費
の
２
分
の
１
を
超
え
る
場
合
ま
た
は
省
力
化
農
業
の
推
進
に
必
要
な
機
械
等
の
事
業
費
が
全
体
事
業
費
の
２
分
の
１
を

超
え
る
場
合
は
「

1
」

を
記
入
）

その他

（円）

（確認用）

金融機関
（整理番号は
番号表を参
照）

金融（資金）
種類
（整理番号は
番号表を参
照）

機関保証活用状
況
（活用する場合
「1」を記入）

規模決定の根
拠

着工（契
約）予定
年月日



規模決
定の根
拠

保険会社
等の名称

保険加入
年月日

保険会社
等の名称

保険加入
年月日

（リース
物件購入
価格（税
込））
（円）

リース料
助成額

（円）

都道府県

（円）

市町村

（円）

その他

（円）

整
理
番
号

（確認用）

担
保
措
置
の
有
無
（

該
当
の
場
合

｢

1

｣

を
記
入
）

事業費
リース
期間
（年数
　及び
　月
数）

整
理
番
号

（確認
用）

加入保険等
の種類等

事業費

（円）

助成金

（円）

自己資
金

（円）

都道府
県

（円）

市町村

（円）

その他

（円）

助成率
（％）

新
品
時
の
法
定
耐
用
年
数
（

年
）
（

中
古
機
械
の
場
合
は
中
古
資
産
耐
用
年
数
を
併
せ
て
括
弧
書
き
で
記
載
す
る
こ

と
）

リース
契約予
定年月
日

リース
開始予
定年月
日

リース
終了予
定年月
日

農業用
機械の
保管・
設置住
所

地域農業構造転換支援対策のうちリース導入以外 地域農業構造転換支援対策のうちリース導入

リース
物件購入
価格（税
抜き）
（円）

本
則
の
課
税
事
業
者
は
「

1
」
、

簡
易
課
税
事
業
者
は
「
2
」
、

免
税
事
業
者
は

｢

3

｣

を
記
入
、

不
明
の
場
合
は
空
欄

被災に備えた措置

被災に備えた措置

加入保険等
の種類等

地方公共団体等



ａ ｂ ｃ d ｅ f ｇ ａ ｂ ｃ d ｅ f ｇ

面積
（ha)

目標年
度

①地区
内の
経営

面積の
3割以
上の
拡大

②地区
内の
経営

面積の
10ha以
上の
拡大

③その
他

現
状

（
地
域
農
業
構
造
転
換
支
援
対
策
で
⑩
を
選
択
し

な
い
場
合
も
記
入
し
て
く
だ
さ
い

。

）

現
状
年
度

（
地
域
農
業
構
造
転
換
支
援
対
策
で
⑩
を
選

択
し
な
い
場
合
も
記
入
し
て
く
だ
さ
い

。

）

1年度
目

2年度
目

3年度
目

拡大
率

拡大額
現
状

現
状
年
度

1年
度
目

2年
度
目

3年度
目

拡大
率

拡大
面積

現
状
の
付
加
価
値
額
の
10
%
以
上
の
増
加

現
状
の
付
加
価
値
額
の
15
%
以
上
の
増
加

現
状
の
付
加
価
値
額
の
20
%
以
上
の
増
加

現
状
の
付
加
価
値
額
の
30
%
以
上
の
増
加

現
状
の
付
加
価
値
額
の
40
%
以
上
の
増
加

現
状
の
付
加
価
値
額
の
50
%
以
上
の
増
加

現
状
の
付
加
価
値
額
の
60
%
以
上
の
増
加

現
状
か
ら
３
％
以
上
の
増
加

現
状
か
ら
10
％
以
上
の
増
加

現
状
か
ら
16
％
以
上
の
増
加

現
状
か
ら
21
％
以
上
の
増
加

現
状
か
ら
25
％
以
上
の
増
加

現
状
か
ら
28
％
以
上
の
増
加

現
状
か
ら
30
％
以
上
の
増
加

③
農
業
経
営
の
複
合
化

④
農
業
経
営
の
法
人
化

⑤
青
色
申
告
の
取
組

⑥
環
境
配
慮
の
取
組

⑦
農
作
業
の
共
同
化

⑧
労
働
時
間
の
縮
減

⑨
輸
出
の
取
組

 
⑩
付
加
価
値
額
の
拡
大

（
地
域
農
業
構
造
転
換
支
援
対
策
を
実
施
す
る
助
成
対
象
者
に
限
る

。

）

ア　付加価値額の拡大率の目標ポイント

地域
計画

その他

（ア）付加価値額の拡大率の
目標ポイント
（対象：担い手確保・経営強
化支援対策を実施する助成
対象者のうち市町村が認め
る者以外の者及び地域農業
構造転換支援対策を実施

（イ）付加価値額の拡大率の
目標ポイント
（対象：担い手確保・経営強
化支援対策を実施する市町
村が認める者（⑩新規就農
のポイント加点を受ける者を
除く。））

付加価値額（円）の拡大 地区内の経営面積(ｈａ）の３割以上の拡
大又は４ha以上の拡大

①
経
営
面
積
の
拡
大

②
農
産
物
の
価
値
向
上

選択目標

配分基準項目
（該当する項目に「1」を記入（⑪ｂ，⑫以外））地域農業構造転換支援対策のうちリース導入

リース期間終了後の
相当程度の経営面積の

拡大目標
（①～③のうち該当する場合は

「１」を記入。
③その他を選択した場合は具体的に

記載すること）

確認方法
（地域計画の場
合は「１」を

記入。
その他の場合は
具体的に記載）

担
保
措
置
の
有
無
（

該
当
の
場
合

｢

1

｣

を
記
入
）

新
品
時
の
法
定
耐
用
年
数
（

年
）
（

中
古
機
械
の
場
合
は
中
古
資
産
耐
用
年
数
を
併
せ
て
括
弧
書
き
で
記
載
す
る
こ

と
） ①付加価値額の拡大

成果目標の設定状況
（目標設定している項目に「1」を記入）

必須目標（担い手確保・経営強化支援対策）
選択目標(地域農業構造転換支援対策）

必須目標（地域農業構造転換支援対策）



⑦
農
作
業

⑫
女
性
の

⑬関
係機
関等
によ

⑭
中
山
間イ

経営
面積
の拡
大
（対
象：
担い
手確
保・
経営

ａ ｂ ｃ ｄ ｅ ｆ ｇ ａ ｂ ｃ ｄ ｅ ｆ ｇ ａ ｂ ｃ ｄ ｅ

10
0
万
円
以
上

15
0
万
円
以
上

30
0
万
円
以
上

40
0
万
円
以
上

65
0
万
円
以
上

1,0
00
万
円
以
上

1,5
00
万
円
以
上

50
万
円
以
上

60
万
円
以
上

70
万
円
以
上

80
万
円
以
上

10
0
万
円
以
上

12
0
万
円
以
上

15
0
万
円
以
上

基
準
額
（
目
標
年
度
に
お
け
る
就
農
後
経
過
年
数
×
50
万

基
準
額
の
10
%
増
し
以
上

基
準
額
の
20
%
増
し
以
上

基
準
額
の
30
%
増
し
以
上

基
準
額
の
40
%
増
し
以
上

a
現
在、
農
産
物
の
輸
出
の
取
組
（他
者と
の
連
携
によ
る取
組
を
含
む）
を
行
って
いる

ｂ
輸
出
事
業
計
画
の
認
定
を
受
けて
い
る、
又
は
輸
出
事
業
計
画
に
連
携
者と
して
位

ｃ
目
標
年
度ま
で
に
農
産
物
売
上
高
の
15
％
以
上
を
輸
出
に
振り
向
ける

④農業経営の
複合化

⑤経営管理の高度化
⑥環境

配慮の取
組

⑧労働時間の
縮減

⑨輸出の取組

ｄ
フ
ラッ
グ
シッ
プ
輸
出
産
地
に
参
画し
て
い
る。

ｆ
農
地
中
間
管
理
機
構
か
ら
の
賃
借
権
等
の
設
定
等
又
は
現
状
より
2h
a(
施
設
10

ａ
50
歳ま
で
に
就
農し
た
者
であ
る

ｂ
就
農
準
備
資
金・
経
営
開
始
資
金
のう
ち
経
営
開
始
資
金
等
の
交
付
期
間
中
に

ａ
就
農
に
向
けて
必
要
な
技
術
等
を
習
得
でき
る経
営
体と
して
都
道
府
県
が
認
め
た
者

g
ａか
らｆ
以
外
の
経
営
体
で
目
標
年
度
に
現
状
より
経
営
面
積
の
拡
大

経営
面積
の拡
大を
行う
こと
とし
てい
る。

う
ち
担
い
手
確
保
・
経
営
強
化
支
援
対
策
を
実
施
す
る
市
町
村
が
認
め
る
者
で

う
ち
有
機Ｊ
Ａ
Ｓ
の
認
証
を
受
け
て
い
る
場
合

う
ち
有
機Ｊ
Ａ
Ｓ
の
認
証
を
受
け
る
こ
とと
し
て
い
る
場
合

c
目
標
年
度ま
で
に
50%
以
上
縮
減
する

農
産
物
の
輸
出
を
行
う

イ-a
事
業
実
施
前３
年
度
内
に
経
営
面
積
又
は
農
産
物
売
上
高
の３
割
以
上
の
品
目
転
換
を
行
って
いる
又
は
目
標
年

ｂ　ａ
の
加
点
対
象
者
が
受
け
入
れ
た
農
業
研
修
生
が
過
去５
年
以
内
に
独
立
し、
認

エ
農
業
版Ｂ
ＣＰ
（事
業
継
続
計
画）
（農
林
水
産
省
が
公
表し
て
いる
自
然
災
害
等
のリ
スク
に
備
える
た
め
の
チェ
ック
リス
ト
「事
業

オ
労
働
時
間、
休
憩
及
び
休
日
に
つ
い
て
他
産
業と
同
等
の
労
働
環
境
を
整
備し
て
い
る。

ア
事
業
実
施
前３
年
度
内
に
化
石
燃
料
を
使
用し
な
い
園
芸
施
設
へ
の
移
行
によ
る温
室
効
果
ガス
の
削
減
又
は
化
学

自ら
の
経
営
に
係る
農
作
業
に
つ
い
て
他
の
農
業
者と
共
同し
て
行
って
いる
又
は
目
標
年
度ま
で
に
行う
こと
とし
て
いる
（対
象：
担

ａ
目
標
年
度ま
で
に
10%
以
上
縮
減
する

イ-b
事
業
実
施
前３
年
度
内
に
経
営
面
積
又
は
農
産
物
売
上
高
の４
割
以
上
の
品
目
転
換
を
行
って
いる
又
は
行う
こと
とし

ア
現
在、
法
人
化し
て
いる
又
は
目
標
年
度ま
で
に
法
人
化
する
こと
とし
て
いる

イ
ＧＬ
ＯＢ
ＡＬ
Ｇ．
Ａ．
Ｐ又
はＡ
ＳＩ
ＡＧ
ＡＰ
の
認
証
を
取
得し
て
いる

ウ
青
色
申
告
を
行
って
いる
又
は
目
標
年
度ま
で
に
行う
こと
とし
て
いる

（ア）付加価値額の拡大額の
目標
（対象：⑩新規就農のポイン
ト加点を受ける者以外の者
であって担い手確保・経営
強化支援対策を実施する助
成対象者のうち市町村が認

（イ）付加価値額の拡大額の
目標
（対象：⑩新規就農のポイン
ト加点を受ける者以外の者
であって担い手確保・経営
強化支援対策を実施する市
町村が認める者）

（ウ）付加価値額の
目標
（対象：⑩新規就農
のポイント加点を受
ける者）

ａ
現
状
より
20
ha(
施
設
の
場
合
、
目
標
年
度
の
経
営
面
積
が
１
ha
以
上
で
あ
り
か

ｂ
現
状
より
10
ha(
施
設
の
場
合
、
目
標
年
度
の
経
営
面
積
が
0.5
ha
以
上
で
あ
り
か

ｃ
農
地
中
間
管
理
機
構
か
ら
の
賃
借
権
等
の
設
定
等
か
つ
現
状
より
4h
a
以
上
(施

ｄ
農
地
中
間
管
理
機
構
か
ら
の
賃
借
権
等
の
設
定
等
か
つ
現
状
より
2h
a
以
上
(施

ｅ
農
地
中
間
管
理
機
構
か
ら
の
賃
借
権
等
の
設
定
等
か
つ
現
状
より
経
営
面
積
の

導
入し
た
機
械
等
を
活
用
する
農
地
等
の
概
ね８
割
が
中
山
間
地
域
等
直
接
支
払
交
付
金
実
施
要
領
第４
の
対
象
地

イ 付加価値額の拡大額の目標ポイント

ア 経営面積の拡大（対象：
担い手確保・経営強化支援
対策を実施する助成対象者
のうち市町村が認める者以
外の者及び地域農業構造転
換支援対策を実施する助成
対象者）

事
業
実
施
３
年
度
内
に
新
品
種
の
導
入
、
栽
培
管
理
技
術
の
改
善
、
新
た
な
加
工
又
は
販
売
の
取
組
等
に

ア
土
地
利
用
型
作
物
の
生
産、
園
芸
作
物
の
生
産
など
を
組
み
合
わ
せ、
複
合
的
に
経
営
を
展
開し
て
いる

⑩新規就農
⑪農業者の育

成

配分基準項目
（該当する項目に「1」を記入（⑪ｂ，⑫以外））

備
考

イ
環
境
負
荷
低
減
事
業
活
動
実
施
計
画
若し
くは
特
定
環
境
負
荷
低
減
事
業
活
動
実
施
計
画
の
認
定
を
受
けて
いる

b
目
標
年
度ま
で
に
20%
以
上
縮
減
する

①付加価値額の拡大 ②経営面積の拡大
 ③農産物の価

値向上

ア
女
性
農
業
者
イ
代
表
者
が
女
性
であ
る又
は
役
員
若し
くは
構
成
員
のう
ち
女
性
が
過
半
を
占
める
法
人
又
は
任
意
組

経営
発展
に向
けた
取組
につ
い
て、
農業
協同
組
合・
農業
協同
組合
連合
会、
農業
経
営・
就農
支援
セン
ター
等の
関係
機
関・
支援
機関
のサ
ポー
ト体
制が
構築
され
てい
る

事
業
実
施
年
度
に
就
農
する
者
又
は
就
農
後５
年
度
以
内
の
者
であ
る
（認
定
就
農
者
であ
る場
合
に
限
る）

農
業
研
修
生
を
受
け
入
れ
て
い
る



担い手確保・経営強化支援対策及び地域農業構造転換支援対策の実施内容（内訳）

事業内容（機
械等名、規
模、台数等）
※○台、馬
力・○条刈
り、○棟○㎡

等

②
リ
ー
ス
導
入
以
外

③
農
業
用
機
械
の
リ
ー
ス
導
入

（注）

[現行］

別紙様式第３号別添１

都道府
県名

市町村
名

地区名
（地域
計画
名）

農業地
域類型
（複数
類型が
該当す
る場
合、主
となる
地域類
型を選
択）

要
望
事
業
毎
の
番
号

規模決定の根
拠

着工（契
約）予定
年月日

竣工予
定年月
日

機械等の保
管・設置・
施工住所

対策の種類
（該当する対策は「１」

を記入）

将
来
像
が
明
確
化
さ
れ
た
地
域
計
画

（
地
域
農
業
構
造
転
換
支
援
対
策
に
限
る

）
（
該
当
す
る
場
合
は

「
１

」
を
記
入

）

地
区
毎
の
要
望
事
業
数

助成対象者
名

年
代
（

任
意
）

補助上限

省
力
化
農
業
の
推
進
に
必
要
な
機
械
等
（
該
当
す
る
場
合
は
「

1
」

を
記
入
）

み
ど
り
農
機
等
（

該
当
す
る
場
合
は
「

1
」

を
記
入
）

①
担
い
手
確
保
・
経
営
強
化
支
援
対
策

地
域
農
業
構
造
転
換
支

援
対
策

個
人
経
営
の
場
合
の
み
1
0
代
単
位
で
記
載

住所

代表者
名（法
人等の
場合）

整
理
番
号

（確認用）

認定農業者等の区
分

営農類型

整
理
番
号

（確認用）

住所 代表者
名

助成対象者の詳細
（整理番号は番号表を参照）

リース事業者の概要
（地域農業構造転換支
援対策のうち農業用機
械のリース導入の場合

に記載）

整備内容
（整理番号は番
号表を参照）

中
古
、
新
品
の
別
等
（
中
古
の
場
合
は
「
１
」

を
記
入
）

１　記入は、１事業内容を単位とする。
２　「助成対象者毎の実施内容」欄の「備考」欄には、消費税仕入控除税額を減額した場合には「除税額○○○円　うち国費○○○円」を、同税額がない場合には「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には 「含税額」とそれぞれ記入する。

整
理
番
号

（確認用）
法人、
法人以
外の別

整
理
番
号

（確認用）
リース
事業者

名



融資概要

保険会社
等の名称

保険加入
年月日

備
考

保証希望
融資額(円)

助成対象者負担

着工（契
約）予定
年月日

竣工予
定年月
日

機械等の保
管・設置・
施工住所

被災に備えた措置

本
則
の
課
税
事
業
者
は
「

１
」
、

簡
易
課
税
事
業
者
は
「
２
」
、

免
税
事
業
者
は

｢

３

｣

を
記
入
、

不
明
の
場
合
は
空
欄

省
力
化
農
機
転
換
優
先
枠
の
要
件
に
該
当
（

生
産
方
式
革
新
実
施
計
画
の
活
動
に
関
連
す
る
機
械
等
の
事
業
費
が
全
体
の
事

業
費
の
２
分
の
１
を
超
え
る
場
合
ま
た
は
省
力
化
農
業
の
推
進
に
必
要
な
機
械
等
の
事
業
費
が
全
体
事
業
費
の
２
分
の
１
を

超
え
る
場
合
は
「

1
」

を
記
入
）

み
ど
り
農
業
推
進
優
先
枠
の
要
件
に
該
当
（

み
ど
り
農
機
等
の
事
業
費
が
全
体
事
業
費
の
２
分
の
１
を
超
え
る
場
合
は

「

１
」
を
記
入
）

地域農業構造転換支援対策のうちリース導入以外

地方公共団体等

金融機関
（整理番号は
番号表を参
照）

金融（資金）
種類
（整理番号は
番号表を参
照）

機関保証活用状
況
（活用する場合
「1」を記入）加入保険等

の種類等

事業費

（円）

助成金

（円）

融資

（円）

自己資金

（円）

新
品
時
の
法
定
耐
用
年
数
（

年
）
（

中
古
機
械
の
場
合
は
中
古
資
産
耐
用
年
数
を
併
せ
て
括
弧
書
き
で
記

載
す
る
こ
と
）

追加的信用供与
補助事業活用の
有無

規模決定の根
拠

整
理
番
号

（確認用）

整
理
番
号

（確認用）

整
理
番
号

（確認用）

都道府
県

（円）

市町村

（円）

その他

（円）

助成率
（％）

融資率
（％）

担
保
措
置
の
有
無
（

該
当
の
場
合

｢

1

｣

を
記
入
）



規模決
定の根
拠

保険会社
等の名称

保険加入
年月日

保険会社
等の名称

保険加入
年月日

（リース
物件購入
価格（税
込））
（円）

リース料
助成額

（円）

都道府県

（円）

市町村

（円）

その他

（円）

整
理
番
号

（確認用）

事業費

地方公共団体等

担
保
措
置
の
有
無
（

該
当
の
場
合

｢

1

｣

を
記
入
）

市町村

（円）

地域農業構造転換支援対策のうちリース導入

被災に備えた措置

本
則
の
課
税
事
業
者
は
「

1
」
、

簡
易
課
税
事
業
者
は
「
2
」
、

免
税
事
業
者
は

｢

3

｣

を
記
入
、

不
明
の
場
合
は
空
欄

被災に備えた措置

地域農業構造転換支援対策のうちリース導入以外

加入保険等
の種類等

加入保険等
の種類等

事業費

（円）

助成金

（円）

自己資
金

（円）

都道府
県

（円）

整
理
番
号

（確認
用）

新
品
時
の
法
定
耐
用
年
数
（

年
）
（

中
古
機
械
の
場
合
は
中
古
資
産
耐
用
年
数
を
併
せ
て
括
弧
書
き
で
記
載
す
る
こ

と
）

リース
契約予
定年月
日

リース
開始予
定年月
日

リース
終了予
定年月
日

リース
期間
（年数
　及び
　月
数）

農業用
機械の
保管・
設置住
所その他

（円）

助成率
（％）

リース
物件購入
価格（税
抜き）
（円）



ａ ｂ ｃ d ｅ f ｇ ａ ｂ ｃ d ｅ f ｇ

面積
（ha)

目標年
度

①地区
内の
経営

面積の
3割以
上の
拡大

②地区
内の
経営

面積の
10ha以
上の
拡大

③その
他

現
状

（
地
域
農
業
構
造
転
換
支
援
対
策
で
⑩
を
選
択
し

な
い
場
合
も
記
入
し
て
く
だ
さ
い

。

）

現
状
年
度

（
地
域
農
業
構
造
転
換
支
援
対
策
で
⑩
を
選

択
し
な
い
場
合
も
記
入
し
て
く
だ
さ
い

。

）

1年度
目

2年度
目

3年度
目

拡大
率

拡大額
現
状

現
状
年
度

1年
度
目

2年
度
目

3年度
目

拡大
率

拡大
面積

現
状
の
付
加
価
値
額
の
10
%
以
上
の
増
加

現
状
の
付
加
価
値
額
の
15
%
以
上
の
増
加

現
状
の
付
加
価
値
額
の
20
%
以
上
の
増
加

現
状
の
付
加
価
値
額
の
30
%
以
上
の
増
加

現
状
の
付
加
価
値
額
の
40
%
以
上
の
増
加

現
状
の
付
加
価
値
額
の
50
%
以
上
の
増
加

現
状
の
付
加
価
値
額
の
60
%
以
上
の
増
加

現
状
か
ら
３
％
以
上
の
増
加

現
状
か
ら
10
％
以
上
の
増
加

現
状
か
ら
16
％
以
上
の
増
加

現
状
か
ら
21
％
以
上
の
増
加

現
状
か
ら
25
％
以
上
の
増
加

現
状
か
ら
28
％
以
上
の
増
加

現
状
か
ら
30
％
以
上
の
増
加

成果目標の設定状況
（目標設定している項目に「1」を記入）

リース期間終了後の
相当程度の経営面積の

拡大目標
（①～③のうち該当する場合は

「１」を記入。
③その他を選択した場合は具体的に

記載すること）

確認方法
（地域計画の場
合は「１」を

記入。
その他の場合は
具体的に記載）

配分基準項目
（該当する項目に「1」を記入（⑪ｂ，⑫以外））地域農業構造転換支援対策のうちリース導入

選択目標 ①付加価値額の拡大

担
保
措
置
の
有
無
（

該
当
の
場
合

｢

1

｣

を
記
入
）

新
品
時
の
法
定
耐
用
年
数
（

年
）
（

中
古
機
械
の
場
合
は
中
古
資
産
耐
用
年
数
を
併
せ
て
括
弧
書
き
で
記
載
す
る
こ

と
） 必須目標（担い手確保・経営強化支援対策）

選択目標(地域農業構造転換支援対策）
必須目標（地域農業構造転換支援対策）

付加価値額（円）の拡大 地区内の経営面積(ｈａ）の３割以上の拡
大又は４ha以上の拡大

④
農
業
経
営
の
法
人
化

⑤
青
色
申
告
の
取
組

⑥
環
境
配
慮
の
取
組

地域
計画

その他

⑦
農
作
業
の
共
同
化

⑧
労
働
時
間
の
縮
減

⑨
輸
出
の
取
組

 
⑩
付
加
価
値
額
の
拡
大

（
地
域
農
業
構
造
転
換
支
援
対
策
を
実
施
す
る
助
成
対
象
者
に
限
る

。

）

ア　付加価値額の拡大率の目標ポイント

（ア）付加価値額の拡大率の
目標ポイント
（対象：担い手確保・経営強
化支援対策を実施する助成
対象者のうち市町村が認め
る者以外の者及び地域農業
構造転換支援対策を実施

（イ）付加価値額の拡大率の
目標ポイント
（対象：担い手確保・経営強
化支援対策を実施する市町
村が認める者（⑩新規就農
のポイント加点を受ける者を
除く。））

①
経
営
面
積
の
拡
大

②
農
産
物
の
価
値
向
上

③
農
業
経
営
の
複
合
化



⑦
農
作
業

⑫
女
性
の

⑬関
係機
関等
によ

⑭
中
山
間イ

経営
面積
の拡
大
（対
象：
担い
手確
保・
経営

ａ ｂ ｃ ｄ ｅ ｆ ｇ ａ ｂ ｃ ｄ ｅ ｆ ｇ ａ ｂ ｃ ｄ ｅ

10
0
万
円
以
上

15
0
万
円
以
上

30
0
万
円
以
上

40
0
万
円
以
上

65
0
万
円
以
上

1,0
00
万
円
以
上

1,5
00
万
円
以
上

50
万
円
以
上

60
万
円
以
上

70
万
円
以
上

80
万
円
以
上

10
0
万
円
以
上

12
0
万
円
以
上

15
0
万
円
以
上

基
準
額
（
目
標
年
度
に
お
け
る
就
農
後
経
過
年
数
×
50
万

基
準
額
の
10
%
増
し
以
上

基
準
額
の
20
%
増
し
以
上

基
準
額
の
30
%
増
し
以
上

基
準
額
の
40
%
増
し
以
上

配分基準項目
（該当する項目に「1」を記入（⑪ｂ，⑫以外））

備
考

⑥環境
配慮の取

組

⑧労働時間の
縮減

⑨輸出の取組 ⑩新規就農
⑪農業者の育

成
①付加価値額の拡大 ②経営面積の拡大

 ③農産物の価
値向上

④農業経営の
複合化

⑤経営管理の高度化

ア
土
地
利
用
型
作
物
の
生
産、
園
芸
作
物
の
生
産
など
を
組
み
合
わ
せ、
複
合
的
に
経
営
を
展
開し
て
いる

イ-a
事
業
実
施
前３
年
度
内
に
経
営
面
積
又
は
農
産
物
売
上
高
の３
割
以
上
の
品
目
転
換
を
行
って
いる
又
は
目
標
年

イ-b
事
業
実
施
前３
年
度
内
に
経
営
面
積
又
は
農
産
物
売
上
高
の４
割
以
上
の
品
目
転
換
を
行
って
いる
又
は
行う
こと
とし

ア
現
在、
法
人
化し
て
いる
又
は
目
標
年
度ま
で
に
法
人
化
する
こと
とし
て
いる

ｆ
農
地
中
間
管
理
機
構
か
ら
の
賃
借
権
等
の
設
定
等
又
は
現
状
より
2h
a(
施
設
10

g
ａか
らｆ
以
外
の
経
営
体
で
目
標
年
度
に
現
状
より
経
営
面
積
の
拡
大

経営
面積
の拡
大を
行う
こと
とし
てい
る。

う
ち
担
い
手
確
保
・
経
営
強
化
支
援
対
策
を
実
施
す
る
市
町
村
が
認
め
る
者
で

イ 付加価値額の拡大額の目標ポイント

（ア）付加価値額の拡大額の
目標
（対象：⑩新規就農のポイン
ト加点を受ける者以外の者
であって担い手確保・経営
強化支援対策を実施する助
成対象者のうち市町村が認

（イ）付加価値額の拡大額の
目標
（対象：⑩新規就農のポイン
ト加点を受ける者以外の者
であって担い手確保・経営
強化支援対策を実施する市
町村が認める者）

農
業
研
修
生
を
受
け
入
れ
て
い
る

ア
女
性
農
業
者
イ
代
表
者
が
女
性
であ
る又
は
役
員
若し
くは
構
成
員
のう
ち
女
性
が
過
半
を
占
める
法
人
又
は
任
意
組

経営
発展
に向
けた
取組
につ
い
て、
農業
協同
組
合・
農業
協同
組合
連合
会、
農業
経
営・
就農
支援
セン
ター
等の
関係
機
関・
支援
機関
のサ
ポー
ト体
制が
構築
され
てい
る

導
入し
た
機
械
等
を
活
用
する
農
地
等
の
概
ね８
割
が
中
山
間
地
域
等
直
接
支
払
交
付
金
実
施
要
領
第４
の
対
象
地

自ら
の
経
営
に
係る
農
作
業
に
つ
い
て
他
の
農
業
者と
共
同し
て
行
って
いる
又
は
目
標
年
度ま
で
に
行う
こと
とし
て
いる
（対
象：
担

ａ
目
標
年
度ま
で
に
10%
以
上
縮
減
する

b
目
標
年
度ま
で
に
20%
以
上
縮
減
する

c
目
標
年
度ま
で
に
50%
以
上
縮
減
する

農
産
物
の
輸
出
を
行
う

事
業
実
施
年
度
に
就
農
する
者
又
は
就
農
後５
年
度
以
内
の
者
であ
る
（認
定
就
農
者
であ
る場
合
に
限
る）

イ
ＧＬ
ＯＢ
ＡＬ
Ｇ．
Ａ．
Ｐ又
はＡ
ＳＩ
ＡＧ
ＡＰ
の
認
証
を
取
得し
て
いる

ウ
青
色
申
告
を
行
って
いる
又
は
目
標
年
度ま
で
に
行う
こと
とし
て
いる

エ
農
業
版Ｂ
ＣＰ
（事
業
継
続
計
画）
（農
林
水
産
省
が
公
表し
て
いる
自
然
災
害
等
のリ
スク
に
備
える
た
め
の
チェ
ック
リス
ト
「事
業

オ
労
働
時
間、
休
憩
及
び
休
日
に
つ
い
て
他
産
業と
同
等
の
労
働
環
境
を
整
備し
て
い
る。

ア
事
業
実
施
前３
年
度
内
に
化
石
燃
料
を
使
用し
な
い
園
芸
施
設
へ
の
移
行
によ
る温
室
効
果
ガス
の
削
減
又
は
化
学

イ
環
境
負
荷
低
減
事
業
活
動
実
施
計
画
若し
くは
特
定
環
境
負
荷
低
減
事
業
活
動
実
施
計
画
の
認
定
を
受
けて
いる

ア 経営面積の拡大（対象：
担い手確保・経営強化支援
対策を実施する助成対象者
のうち市町村が認める者以
外の者及び地域農業構造転
換支援対策を実施する助成
対象者）

事
業
実
施
３
年
度
内
に
新
品
種
の
導
入
、
栽
培
管
理
技
術
の
改
善
、
新
た
な
加
工
又
は
販
売
の
取
組
等
に

ａ
50
歳ま
で
に
就
農し
た
者
であ
る

ｂ
就
農
準
備
資
金・
経
営
開
始
資
金
のう
ち
経
営
開
始
資
金
等
の
交
付
期
間
中
に

ａ
就
農
に
向
けて
必
要
な
技
術
等
を
習
得
でき
る経
営
体と
して
都
道
府
県
が
認
め
た
者

ｂ　ａ
の
加
点
対
象
者
が
受
け
入
れ
た
農
業
研
修
生
が
過
去５
年
以
内
に
独
立
し、
認

う
ち
有
機Ｊ
Ａ
Ｓ
の
認
証
を
受
け
て
い
る
場
合

う
ち
有
機Ｊ
Ａ
Ｓ
の
認
証
を
受
け
る
こ
とと
し
て
い
る
場
合

a
現
在、
農
産
物
の
輸
出
の
取
組
（他
者と
の
連
携
によ
る取
組
を
含
む）
を
行
って
いる

ｂ
輸
出
事
業
計
画
の
認
定
を
受
けて
い
る、
又
は
輸
出
事
業
計
画
に
連
携
者と
して
位

ｃ
目
標
年
度ま
で
に
農
産
物
売
上
高
の
15
％
以
上
を
輸
出
に
振り
向
ける

ｄ
フ
ラッ
グ
シッ
プ
輸
出
産
地
に
参
画し
て
い
る。

（ウ）付加価値額の
目標
（対象：⑩新規就農
のポイント加点を受
ける者）

ａ
現
状
より
20
ha(
施
設
の
場
合
、
目
標
年
度
の
経
営
面
積
が
１
ha
以
上
で
あ
り
か

ｂ
現
状
より
10
ha(
施
設
の
場
合
、
目
標
年
度
の
経
営
面
積
が
0.5
ha
以
上
で
あ
り
か

ｃ
農
地
中
間
管
理
機
構
か
ら
の
賃
借
権
等
の
設
定
等
か
つ
現
状
より
4h
a
以
上
(施

ｄ
農
地
中
間
管
理
機
構
か
ら
の
賃
借
権
等
の
設
定
等
か
つ
現
状
より
2h
a
以
上
(施

ｅ
農
地
中
間
管
理
機
構
か
ら
の
賃
借
権
等
の
設
定
等
か
つ
現
状
より
経
営
面
積
の
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